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地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて 

 

 

 本日、公務員の給与改定に関する取扱いについて、別紙のとおり閣議決定が行われ

ました。 

各地方公共団体においては、地方公務員の給与改定を行うに当たって、別紙閣議決

定の趣旨に沿って、特に下記事項に留意の上、適切に対処されるよう要請いたします。 

 地方公営企業に従事する職員の給与改定に当たっても、これらの事項を十分勘案の

上、適切に対処されるようお願いします。 

また、貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いします。 

なお、本通知は地方公務員法第59条（技術的助言）及び地方自治法第245条の４（技

術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

第１ 給与減額支給措置について 

１ 今年度の地方公務員給与については、「地方公務員の給与改定に関する取扱い等に

ついて」（平成25年１月28日付け総行給第１号。以下「平成25年 1月通知」とい

う。）により、国家公務員の給与減額支給措置に準じて必要な措置を講じるよう要請

しているところであり、未対応の団体については、改めて平成25年 1月通知の要請

の趣旨をご理解いただき、速やかに必要な対応をいただきたいこと。 

２ 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第２号。以下

「給与改定・臨時特例法」という。）に基づき実施されている国家公務員の給与減額

支給措置については、同法の規定のとおり平成26年３月31日をもって終了するも

のとされたところであり、平成26年度の地方公務員給与に関して減額要請を新たに

行うことは予定していないこと。 

なお、国においては給与体系の抜本改革に取り組むとともに、定員の大幅な純減

を目指すなどの行財政改革を推進することとしているところであり、地方公共団体



においても、改めて以下第２及び第３の項目を踏まえ、給与の適正化及び適正な定

員管理の推進等の行財政改革に積極的に取り組まれたいこと。 

 

第２ 本年の給与改定及び給与の適正化について 

地方公共団体における職員の給与改定を行うに当たっては、地方公務員法の趣旨に

沿って適切に対応すること。その際、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情

等を十分検討の上、既に国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体

にあっては、その適正化を図るため必要な措置を講じること。 

１ 国家公務員については、給与減額支給措置による減額前の官民の給与の較差が極

めて小さいこと等から給与改定を行わないこととされたところであるが、地方公共

団体においては、人事委員会の給与に関する勧告及び報告を踏まえつつ、地域にお

ける民間給与等の状況を勘案して適切に対処すること。 

その際、現に国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地方公共団体にあっ

ては、不適正な給与制度及びその運用の見直しを含め、必要な是正措置を速やかに

講じること。特に、仮に民間給与が著しく高い地域であったとしても、公務として

の近似性及び財源負担の面から、それぞれの地域における国家公務員の給与水準と

の均衡に十分留意すること。 

２ 国においては、平成25年１月１日より、高位の号俸から昇格した場合の俸給月額

の増加額を縮減するとともに、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第

95号）の改正により、平成26年１月１日から55歳を超える職員は標準の勤務成績

では昇給停止するなど昇給抑制措置が講じられたところである。地方公共団体にお

いても、国の取扱い及び平成25年 1月通知を踏まえ、高齢層職員の昇給抑制等につ

いて必要な措置を講じること。 

３ 平成 18 年の給与構造改革における国家公務員の経過措置額については、平成 23

年の人事院勧告において２カ年で廃止することとされ、その後、給与改定・臨時特

例法に基づき、平成26年３月31日をもって全額廃止することとされている。地方

公共団体においても、国が廃止することを踏まえ、必要な措置を講じること。 

４ 級別職務分類表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質的にこれ

と同一の結果となる級別職務分類表又は給料表を定めている場合（いわゆる「わた

り」を行っている場合）等、不適正な給与制度・運用については、速やかに見直し

を図ること。   

また、級別の職員構成については、職務給の原則にのっとり職務実態に応じた厳

格な管理に努め、上位級の比率が過大である場合には計画的に適正化を図ること。 

５ 諸手当の在り方については、一般行政職のみならず職種全般について不断に点検

し、制度の趣旨に合致しないものや不適正な支給方法については、その適正化を図

ること。 

特に、地域手当については、原則として国における地域手当の指定基準に基づい

た支給地域及び支給割合を超えないようにすること。また、自宅に係る住居手当に

ついては、国においては平成21年 12月に廃止されたことを踏まえ、地方公共団体

においても、速やかに廃止を基本とした見直しを行うこと。 

６ 国家公務員の退職手当については、官民較差の解消等を図るため、平成25年１月

１日から段階的に支給水準の引下げが行われている。地方公務員の退職手当につい



ても「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年８月７日付

け総行給第58号）を踏まえ、国に準じて必要な措置を講じること。 

７ 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する者との均

衡等に留意し、適正な給与制度・運用とすること。 

８ 人事委員会においては、その機能を発揮し、地域の民間給与をより的確に反映さ

せる観点から、公民較差のより一層精確な算定、公民比較の勧告への適切な反映、

勧告内容等に対する説明責任の徹底などの取組を引き続き行うこと。ただし、仮に

民間給与が著しく高い地域であったとしても、公務としての近似性及び財源負担の

面から、それぞれの地域における国家公務員の給与水準との均衡に十分留意するこ

と。 

  また、人事委員会を置いていない市及び町村については、都道府県人事委員会に

おける公民給与の調査結果等も参考に、地域の民間給与を反映させた適切な対応を

行うこと。 

  なお、給与条例の改正は、議会で十分審議の上行うこととし、地方自治法第 179

条（長の専決処分）の規定に該当する場合を除き、専決処分によって行うことのな

いようにすること。 

 

第３ その他の事項 

１ 定員については、行政の合理化、能率化を図り、地域の実情を踏まえつつ、適正

な定員管理の推進に取り組むこと。 

２ 給与及び定員の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等が団体

間の比較分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底すること。その際、

前年度の給与情報等についても併せて掲載するほか、給与情報等公表システムの様

式の改正等に合わせて速やかに内容を更新する等住民により分かりやすく情報を提

供するという観点からの工夫を積極的に行うべきものであること。 

３ 能力・実績に基づく人事管理を推進する観点から、勤務実績の給与への反映につ

いては、公正かつ客観的な人事評価システムを活用すること。また、これが未整備

の地方公共団体にあっては、国の人事評価制度・運用も参考としつつ、公正かつ客

観的な人事評価システムの構築に早急に取り組むこと。 

  なお、今後、人事評価制度の導入を行うための地方公務員法の改正を予定してい

るので留意すること。 

４ 国家公務員の給与については、①地場の賃金をより公務員給与に反映させるため

の見直し、②５０歳台後半層の官民の給与差を念頭に置いた高齢層職員の給与構造

の見直し、③職員の能力・実績のより的確な処遇への反映など給与体系の抜本改革

に取り組み、平成26年度中から実施に移すため、人事院に対し、早急に具体的な措

置を取りまとめるよう要請することとされた。この見直しの動向に鑑み、地方公務

員給与についても、地方の意見を聞きつつ検討することとしているので、今後の動

向に留意すること。 



   
公務員の給与改定に関する取扱いについて 

 

平成２５年１１月１５日  

閣  議  決  定 

 
１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務

員の給与については、去る８月８日の人事院報告どおり、平
成２５年度の給与改定は行わないものとする。特別職の国家
公務員の給与についても、同様に取り扱うものとする。 

 
２ 東日本大震災からの復興のための財源を確保するため国家

公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年
法律第２号）に基づき実施されている給与減額支給措置につ
いては、同法の規定のとおり平成２６年３月３１日をもって
終了するものとする。 

 
３ 我が国の厳しい財政状況に鑑みれば、総人件費の抑制など

行財政改革を引き続き着実に推進しなければならない。この
ため、次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。 

 
(1) 国家公務員の給与については、①地場の賃金をより公務

員給与に反映させるための見直し、②５０歳台後半層の官
民の給与差を念頭に置いた高齢層職員の給与構造の見直し、
③職員の能力・実績のより的確な処遇への反映など給与体
系の抜本改革に取り組み、平成２６年度中から実施に移す。
このため、早急に具体的な措置を取りまとめるよう、人事
院に対し要請する。 

 
(2) 情報通信技術を活用した業務改革の推進、地方支分部局

等を始めとする行政事務・事業の整理、民間委託、人事管
理の適正化等行政の合理化、能率化を積極的に推進する等
の措置を講ずる。また、国家公務員の定員については、現
下の状況を踏まえ、平成２６年度予算において、現行の合
理化計画の目標数を大幅に上回る合理化を達成するととも
に、重要課題には適切に対応しつつ増員を抑制し、これま
でに引き続き、大幅な純減を目指す。 

 
(3) 国家公務員法等の一部を改正する法律案（第１８５回国

会閣法第１９号）に基づき設置される内閣人事局におい
て、国が果たすべき役割を踏まえ、今後の総人件費の基本
方針、新たな定員合理化の計画等を策定する。 



(4) 独立行政法人（総務省設置法（平成１１年法律第９１号）
第４条第１３号に規定する独立行政法人をいう。）の役職
員の給与改定に当たっては、国家公務員の給与水準を十分
考慮して国民の理解が得られる適正な給与水準とするよう
厳しく見直すことを要請する。独立行政法人及び主務大臣
は、総務大臣が定める様式により、役職員の給与等の水準
を毎年度公表する。 

また、特殊法人等の役職員の給与改定に当たっても、国
家公務員の給与水準を十分考慮して国民の理解が得られる
適正な給与水準となるよう厳しく対処するとともに、必要
な指導を行うなど適切に対応する。特殊法人等の役職員の
給与等についても、その水準を毎年度公表する。 

 
４ 地方公務員の給与改定については、各地方公共団体におい

て、地方公務員法の趣旨に沿って適切に対応するとともに、
厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検討
の上、既に国家公務員又は民間の給与水準を上回っている地
方公共団体にあっては、その適正化を図るため必要な措置を
講ずるよう要請するものとする。 

また、地方公共団体の適正な定員管理及び人件費の抑制に
支障を来すような施策を厳に抑制するとともに、地方公共団
体に対し、行政の合理化、能率化を図り、適正な定員管理の
推進に取り組むよう要請するものとする。 

なお、国家公務員給与の在り方に関する３ (1)の動向に鑑
み、地方公務員給与についても、地方の意見を聞きつつ検討
するものとする。 
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